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１．日本経済再生と首都圏空港①

○ 首都圏は、インドやロシア、カナダ一国に匹敵する経済規模を有する、我が国最大の都市圏。

首都圏（１都６県）の現在の経済力
首都圏 首都圏

○ 羽田・成田両空港は、首都圏において、海外とのヒトやモノの交流を支え、日本の経済活動のために不可欠

な社会基盤として機能。

外国人の首都圏
空港利用者数
（平成24年）

932万人
（全体の51 0%）

首都圏
人口

4,263
万人

（全国の33%）

（平成24年10月）

世界上位500企業の都市別数
（2013年）

首都圏
事業所数

180万
事業所

（全国の31%）

（平成24年）
順位 都市 企業数

1 北京 48 （全体の51.0%）

成田
710万人

羽田
223万人
（12.2%）

（全国の33%） 首都圏
域内

総生産

186兆円
（平成22年度）

（全国の31%） 首都圏
従業者数

1,969
万人

全

（平成24年）

京

2 東京 46

3 パリ 19

4 ニューヨーク 18
710万人
（38.8%）

首都圏は訪日外国人
の最大の玄関口

出所：総務省人口推計、県民経済計算、平成24年経済センサス活動調査、世界の統計2013、Fortune Global 500、出入国管理統計

（全国の38%） （全国の35%）

首都圏は、インドやロシア、カナダ一国に匹敵する経済規模を有する、
我が国最大の都市圏

世界上位企業の立地数で
東京は北京に次いで世界第２位

5 ロンドン 17

国内線利用客
8,597万人（全体の68.0%）

首都圏空港の現状
国際線利用客

5,744万人（全体の60.6%）
羽田

万人

日本最大の

国際線・国内線
の拠点空港

出所：総務省人口推計、県民経済計算、平成24年経済センサス活動調査、世界の統計2013、Fortune Global 500、出入国管理統計

・ ニ ュ ー ヨ ー ク 1 1 8 万 回

諸外国主要空港の発着回数（2011年実績）

主要空港の発着回数の比較

795万人
（13.8%）

成田
2,688万人
（46.8%）

の拠点空港

平成25年度末：
羽田国際線
3万回増枠

平成26年度中

国内航空貨物量
90 5万トン（全体の79 0%）

国際航空貨物量
303 6万トン（全体の67 9%）

ク 回
・ ロ ン ド ン 1 1 0 万 回
・ パ リ 7 5 万 回
・ 上 海 5 7 万 回

（滑走路建設計画あり）
・ 北 京 5 5 万 回

（新空港建設計画あり）
・ ソ ウ ル 3 7 万 回

首都圏空港で
全利用客の

約65％を占める

成田
360万人
（4.2%）

羽田
5,486万人
（63.8%）

平成26年度中：
成田30万回化

両空港で
75万回化

90.5万トン（全体の79.0%） 303.6万トン（全体の67.9%）

羽田
14.1万㌧
（4.6%）

成田
192.1万㌧
（63.3%）出所：航空輸送統計年報、空港管理状況調書

ソ ウ ル 3 7 万 回
（ターミナル、滑走路建設計画あり）

・ 香 港 3 4 万 回
（ターミナル、滑走路建設計画あり）

・ シ ン ガ ポ ー ル 3 1 万 回
（ターミナル、滑走路建設計画あり）

首都圏空港で
総貨物量の

約70％を占める

成田
1.4万㌧
（1.5%）

羽田
70.1万㌧
（77.5%）

（※詳細は参考
資料P１に記載）
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１．日本経済再生と首都圏空港②

○ 日本経済の一層の発展のためには、①産業・都市の国際競争力強化、②訪日外国人の増加、○ 日本経済の 層の発展のためには、①産業 都市の国際競争力強化、②訪日外国人の増加、
③日本全国の地域活性化の観点から、成長著しいアジア等世界の成長力を取り込むことが重要。
そのための基盤となる首都圏空港のさらなる機能強化を検討する必要がある。

成長著しいアジア等世界の成長力取り込み（日本再興戦略等）成長著しいアジア等世界の成長力取り込み（日本再興戦略等）

日本全国の地域活性化訪日外国人の増加
産業・都市（首都圏）の

国際競争力強化

（※「日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定）」の抜粋を参考資料Ｐ２に記載）

企業立地の促進

・アジアヘッドクォーター特区等
総合特区の活用

訪日外国人数の現状
と政府目標

日本最大の
際内航空ネットワーク

国際線 97都市2012年（実績）
アジア地域の業務統括拠点等を
含む外国企業を500社以上誘致
（東京都）

・国家戦略特区の検討

国際線 97都市

旅行消費額 1兆861億円
訪日外国人数 836万人

2012年（実績）

国内線 51都市
今
後 2013年に1,000万人を国家戦略特 検討

日本への投資環境の整備

ヒトとモノの交流の活発化

際内間の
ヒトとモノの交流の活発化

後
の

目
標

0 3年に ,000万人を
達成し、さらに2,000万
人の高みを目指す。

日本経済の再生
外国人旅行者数の増加と

旅行消費額の拡大
諸外国の成長力を
国内各地域に波及

4首都圏空港の更なる機能強化が必要
注：就航都市数は、2013年８月時点で、定期便の直行便が就航している都市数 4



２ 首都圏空港の現状２．首都圏空港の現状
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２．羽田空港及び成田空港の概要

成田国際空港羽田空港（東京国際空港）

Ｂ滑走路 （2,500m）

C滑走路（3,000m）

D滑走路

（2,500m）

第１旅客ターミナル

第２旅客ターミナル
第２旅客ターミナル

Ａ滑走路（4,000m）

Ａ滑走路（3,000m）

B滑走路

（2,500m） 国際線旅客ターミナル

第１旅客ターミナル

総 面 積 ： 1,090ha
旅 客 数 ： 3 060万人 （国内372万人 国際2 688万人）

総 面 積 ： 1,522ha
旅 客 数 ： 6 670万人 （国内5 875万人 国際795万人） 旅 客 数 ： 3,060万人 （国内372万人 国際2,688万人）

取扱貨物量 ： 194万トン（国内1.7万トン 国際192.1万トン）

年間発着実績 ： 21万回

※旅客数 貨物量は平成24年度 出典：空港管理状況調書

旅 客 数 ： 6,670万人 （国内5,875万人 国際795万人）

取扱貨物量 ： 84万トン （国内70.3万トン 国際14.1万トン）

年間発着実績 ： 39万回

※旅客数 貨物量は平成24年度 出典：空港管理状況調書

6

※旅客数、貨物量は平成24年度 出典：空港管理状況調書※旅客数、貨物量は平成24年度 出典：空港管理状況調書

（※首都圏空港の輸送実績等について参考資料P３～８に記載）



２．首都圏空港の機能強化に向けた現在の取り組み

○ 首都圏空港の年間発着枠については、平成２６年度中の７５万回化を最優先課題として取り組んでいる。
（※具体的な取り組みの内容について参考資料P９～１０に記載）

羽田空港 （うち国際線） 成田空港 首都圏空港全体

30 3万回 22万回
H22.10月まで

（羽田Ｄ滑走路供用前）

30.3万回
１日当たり約800回
１時間当たり 63 回

22万回
１日当たり約600回

１時間当たり最大54回
52.3万回

H25.3.30 まで
39万回 （ 6万回 ）

１日当たり約1,050回
１時間 当たり 70 回

25万回
１日当たり約700回

１時間当たり最大58回

64万回

現在
１日当たり約1,100回

時間 当たり 4 回
１日当たり約750回

68万回
27万回41万回 （6万回）

（H25.3.31 以降） １時間 当たり 74 回 １日当たり約750回
１時間当たり最大64回

国内線２万回を増枠

以降、首都圏空港を含めたオープンスカイを実施

最終形
羽田：H25年度末
成田：H26年度中

44.7万回 （ 9万回 ） 30万回

１日当たり約800回
時間当たり 調整中

74.7万回
１日当たり約1,200回
１時間 当たり 80 回

*1．いずれも年間当たりの回数である。 *4．1日当たりの回数は、年間発着回数を365で除した参考値。
*2．回数のカウントは、１離陸で１回、１着陸で１回のため、１離着陸で２回とのカウントである。 *5．1時間当たりの回数は、羽田空港については昼間時間帯の一般的な出発到着合計
*3．羽田空港の発着枠数の中には、深夜早朝の国際チャーター便等の運航に使われる枠数も含まれる。 回数を、成田空港については1時間当たりの出発到着合計回数の最大値を示す。
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１時間当たり:調整中
国際線３万回を増枠

時間 当たり 回



２．諸外国の主要空港との比較①

○ ７５万回化の達成により、容量面では、アジア諸国の主要空港トップクラスに。

ロンドン（５）
ﾋ ｽﾛ ｽﾀﾝｽﾃｯﾄﾞ ﾙ ﾄﾝ

フランクフルト ミュンヘン（１） 北京（２）
北京首都 南苑

ソウル（２） ニューヨーク（３）

○ 欧米主要空港では年間発着回数が１００万回を超えているところもあり、さらなる輸送人員の増加のためには、
容量拡大の検討も必要。

ﾋｰｽﾛｰ・ｽﾀﾝｽﾃｯﾄ ・ﾙｰﾄﾝ
ｶﾞﾄﾞｳｨｯｸ・ｼﾃｨ
365都市
（国際351、国内14）

105 135

（１）
フランクフルト国際
274都市
（国際255、国内14）

49 56

ミュンヘン
202都市
（国際186、国内16）

41 38

北京首都、南苑
233都市
（国際97、国内136）

81
55

仁川、金浦
151都市
（国際143、国内8）

37 54

JFK、ﾆｭｰｱｰｸ、ﾗｶﾞｰﾃﾞｨｱ
230都市
（国際132、国内99）

118 106
49 56 37

(122) (51)
(28) (14) (38)

(36)

東京（２）
成田、羽田
139都市
（国際88、国内51）

※平成26年度中に

達成される首都(※) 91 達成される首都
圏空港容量

都市名(空港数)
対象空港パリ（２）

※発着回数、旅客数は2011年のデータ
就航都市数は2013年８月時点で、定期旅客便の直行便が就航している都市数

（出典）
「ACI Annual World Airport Traffic Report (Annual WATR ）2011」、「OAG Fｌight Guide Worldwide」 より国交省航空局作成

75(※) 91

60 (33)

上海（２）
浦東、虹橋
205都市
（国際83、国内122）

香港（１）
香港国際（ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｸ）
138都市
（国際138、国内0）

シンガポール
（１）
チャンギ国際
134都市

ドバイ（１）
ドバイ
203都市
（国際201、国内2）

港
就航都市数
（国際、国内）

総発着回数
[万回]

総旅客数
[百万人]

（国際旅客数）

パリ（２）
ｼｬﾙﾙﾄﾞｺﾞｰﾙ、ｵﾙﾘｰ
279都市
（国際255、国内24）

75 88
75（国際134、国内0）

28 51

国際

国内

75

8(72) (51)
31 47

(47)

34 53

(53)

57 75

(16)



２．諸外国の主要空港との比較②

○ 主要空港の旅客数を比較すると、東京とソウルにおいては、国際線中心の空港では国際線旅客が９割以上を
占める一方、国内線中心の空港では国内線旅客が８～９割を占めている。

○ ニューヨークは国内線旅客が約65％を占める一方で、ロンドンは90％以上が国際線旅客。

（百万人） 主要空港の旅客数比較（百万人） 主要空港の旅客数比較
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（出典）
ACI Annual World Airport Traffic Report (Annual WATR ）2011



２．アジアにおける国際空港の建設・拡張計画

○ アジア諸国では 今後増大することが予想される航空旅客輸送量に対応するため 既存空港の拡張や

仁川国際空港

韓国

新北京国際空港

中国

新ウラ バ ト 国際空港

モンゴル

マンダレー国際空港

ミャンマー

○ アジア諸国では、今後増大することが予想される航空旅客輸送量に対応するため、既存空港の拡張や
新空港の建設が相次いでいる。

仁川国際空港
・第2ターミナル建設 ［-2017］
・第4滑走路建設 ［-2020］

新北京国際空港
・新空港建設 ［-2018］

上海浦東国際空港
・第4、5滑走路建設 ［-2013、15］

新ウランバートル国際空港
・新空港建設 ［-2016］

マンダレ 国際空港
・空港改修

ヤンゴン国際空港
・ターミナル拡張 ［-2015］

新ハンタワディー国際空港
香港国際空港
・第3滑走路建設 ［-2023］
・第2ターミナル拡張 ［-2023］
・サテライト拡張 ［-2023］

ベトナム

スワンナプーム国際空港
・ターミナル拡張 ［-2016 21 32］

タイ

新ハンタワディ 国際空港
・新空港建設 ［-2018］

ノイバイ国際空港
・第2ターミナル建設 ［-2015］

ベトナム

ロンタイン新国際空港
新空港建設

・ターミナル拡張 ［-2016、21、32］
・サテライト拡張 ［-2016］
・第3、4滑走路建設 ［-2018、21］

ドンムアン国際空港
・第2ターミナル改修 ［-2016］

クアラルンプ ル国際空港

マレーシア

・新空港建設

新ボホール空港
・新空港建設 ［-2016］

フィリピン

プーケット国際空港
・新ターミナル建設 ［-2015］

クアラルンプール国際空港
・第2ターミナル建設 ［-2014］
・第3滑走路建設

チャンギ国際空港

シンガポール
スカルノハッタ国際空港
・第3ターミナル拡張 ［-2015］
第3滑走路建設

インドネシア

チャンギ国際空港
・第1ターミナル拡張 ［-2018］
・第４ターミナル建設 ［-2018］
・第3滑走路建設、第５ターミナ
ル ［-2020］ バンダラナイケ国際空港

・ターミナル拡張 ［-2015］

スリランカ

※国土交通省調べ

・第3滑走路建設

新ジャカルタ国際空港
・新空港建設 ［-2020］
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３ 首都圏空港を巡る課題３．首都圏空港を巡る課題
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３．国際航空を巡る環境の変化①：アジアの需要の伸び

○ アジア太平洋地域及び中東地域においては、航空需要の伸びが顕著。洋 、 顕
○ 特にアジア太平洋地域は、２０２５年までに世界最大の航空市場に成長。

（※過去１０年間の航空旅客流動、航空貨物流動については、参考資料P１１～１２に記載）

航空輸送量の大幅な増加（国際・国内計） （単位：10億人キロ）

アジア/太平洋1,413

2,614
ヨーロッパ 4,909

2,717北アメリカ

年平均 +3.1%
1,365

1,431

北アメリカ

年平均 +6.6% 年平均 +3.3%

中東

383
1,452

アフリカ

ラテンアメリカ
カリブ海

年平均 +6.9%

797

2031年（平成43年）

旅客輸送量予測

年平均 +6.1%年平均 +5.6%

111
327

797
246

2011年
（平成23年）
旅客輸送量

12
出典：日本航空機開発協会

同期間における
年平均伸び率



３．国際航空を巡る環境の変化②：アライアンスの進展

○ 航空業界では、世界的なアライアンスが進展し、競争法の適用除外の付与により、同一のアライアンス内の航
空会社間 は ドシ 便 運航など 提携が進む空会社間では、コードシェア便の運航などの提携が進む。
→ 首都圏空港の国際競争力強化のためには、同一アライアンス内の航空会社間の乗り継ぎ利便性向上等、

アライアンスに選ばれる空港になるための工夫が必要。
（※成田空港における状況については、参考資料P１３に記載。）

スターアライアンス

・ エアカナダ

・ ユナイテッド航空 （アメリカ）

・ USエアウェイズ （アメリカ）

・ ルフトハンザドイツ航空

・ スカンジナビア航空 （スウェーデン）

・ アドリア航空 （スロベニア）

・ クロアチア航空

・ アメリカン航空 （アメリカ）

・ ブリティッシュ・エアウェイズ （イギリス）

・ フィンランド航空

・ イベリア航空 （スペイン）

・ S７航空 （ロシア）

ワンワールド

日本航空

※（ ）は加盟予定
※（ ）は加盟予定

・ オーストリア航空

・ LOTポーランド航空

・ TAPポルトガル航空

・ スイス国際航空

・ ブリュッセル航空 （ベルギー)

・ 全日本空輸

・ アシアナ航空 （韓国）

・ 中国国際航空

・深セン航空

・ シンガポール航空

・ S７航空 （ロシア）

・エアベルリン ・ キャセイパシフィック航空 （香港）

・ 日本航空

・ ロイヤル・ヨルダン航空
（ ・ カタール航空 ） ・ ラン航空 （チリ）

・ TAM航空 （ブラジル）

・Avianca TACA

・ マレーシア航空

・ エーゲ航空 （ギリシア）
シンガポ ル航空

・ タイ国際航空

・ エバー航空（台湾）

・ ニュージーランド航空
・ カンタス航空 （オーストラリア）

２８社

（コロンビア・エルサルバドル）

・Copa航空 （パナマ）
１２社

（加盟予定 １社）

・ トルコ航空

・ エジプト航空

・ 南アフリカ航空

・エチオピア航空

スカイチーム

・ デルタ航空 （アメリカ）

・ エールフランス

・ KLMオランダ航空

・ アリタリア航空 （イタリア）

チ 航空

全輸送量に占める
各アライアンスのシェア

（IATA加盟社のみ・

国際線人キロベース）

※（ ）は加盟予定
アライアンス非加盟

・ フィリピン航空

・ エミレーツ航空（UAE）

・ エティハド航空（UAE）
・ チェコ航空

・ アエロフロート・ロシア航空 （ロシア）

・ エアヨーロッパ （スペイン）

・ タロム航空 （ルーマニア）

・ 大韓航空 （韓国）

・ 中国南方航空

・ ベトナム航空

中国東方航空

・ アエロ・メヒコ （メキシコ）

・アルゼンチン航空

Star 

Aliance

30%

OneSky

Others

32%

・ ヴァージンアトランティック航空
（イギリス）

【国際航空運送協会（ＩＡＴＡ）非加盟】

・ サウスウエスト航空（アメリカ）

ジ トブル 航空
・ サウジアラビア航空

・ 中国東方航空

・チャイナエアライン （台湾）

・厦門航空（中国）

（・ガルーダインドネシア）

・アルゼンチン航空

※ 輸送量シェアはIATA WATS 2011 55th edition参照

１９社
（加盟予定 １社）

One 

World

19%

Sky 

Team

19%

※上記は全て、2013年７月現在

・ ケニア航空

・ ジェットブルー航空（アメリカ）

・ ライアンエア（アイルランド）

・ イージージェット（イギリス）

・ エアアジア（マレーシア）

サウジアラ ア航空
・ ＭＥＡ中東航空（レバノン）
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３．国際航空を巡る環境の変化③：中東系航空会社の躍進

○ 中東の４大航空会社（エミレーツ航空、エティハド航空、カタール航空、トルコ航空）の国際航空市場におけ○ 中東の４大航空会社（ ミレ ツ航空、 ティ ド航空、カタ ル航空、トル 航空）の国際航空市場におけ
る存在感が増してきている。

○ 自国の空港を大陸間移動の拠点とすべく、路線ネットワークを拡充し、乗り継ぎ需要を積極的に取り込み。
○ 今後、エアバス３８０、ボーイング７７７といった大型機材を更に導入予定。→ アジア・北米も視野に。

ニュー
ヨ ク

ロンドン
ドバイ

東京13.5
7.5

9.5

ドバイから主要都市への飛行時間 ドバイ国際空港の様子

ヨーク

シンガポール

東京

シドニー
ブ グ

7.5

13.5

8.0

シドニ
ヨハネスブルグ

航空会社 拠点 創業
就航

都市数1
保有

機材数1
大型機材1 2

発注状況
その他

出典：エミレーツ航空ホームページ
出典：ドバイ国際空港ホームページ

エミレーツ航空
ドバイ/
UAE

1985年 136都市 202機 280機
• 世界12航空会社とコードシェア

• カンタス航空（豪）と戦略的な事業提携を開始（2013年3月から）

エテ ハド航空

アブダビ/
UAE 2003年 93都市 72機 40機

• 世界35航空会社とコードシェア

• エアベルリン（独）、ヴァージン・オーストラリア航空（豪）、ジェットエ
エティハド航空 UAE 2003年 93都市 72機 40機

、 、

アウェイズ（印）等に出資

• スカイチームに加盟するエールフランスKLMと業務提携

カタール航空
ドーハ/
カタール

1994年 128都市 127機 117機
• 世界13航空会社とコードシェア

• 2013年末～2014年初頭にもワンワールドアライアンスに加盟予定

トルコ航空
ｲｽﾀﾝﾌﾞｰﾙ/

トルコ
1933年 217都市 202機 27機

• 世界7航空会社とコードシェア

• 2008年にスターアライアンスメンバーに加盟

出典：各社ホームページ、日本航空機開発協会等注：1．2013年8月時点 2. エアバス380、エアバス350、ボーイング777-300ER
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３．国際航空を巡る環境の変化④：LCCの台頭

○ LCC（Low Cost Carrier：格安航空会社）は、米国市場・欧州市場に加え、東南アジア市場等においても
積極的に事業を展開。

○ LCCのシェアは欧米では３割強、東南アジアでは５割強。
○ 日本を含む北東アジアは高いポテンシャル。 →２０１２年から本邦LCCも運航を開始し、新たな需要を開拓。

（※我が国への海外ＬＣＣの就航状況、我が国LCC会社の概要について参考資料P１４～１５に記載）

航空会社 旅客数

世界の航空会社ランキング
〔平成23年 旅客数：千人〕

ノ クエア

タイエアアジア

ウエストジェット航空 キャンジェット航空ワン・ツー・ゴー

世界のＬＣＣ（格安航空会社）

イージージェット

国際線

1 ライアンエア 76,422

2 ルフトハンザ航空 49,755

3 イージージェット 42,028

4 エミレーツ航空 32,730

エアアジアＸ

ノックエア
＜タイ国際航空＞

サウスウエスト航空

エアトラン航空

ジェットブルー航空
ライアンエア

ジャーマンウイングス
＜ルフトハンザ航空＞

セブ・パシフィック航空

タイガーエアウェイズ
＜シンガポ 航空＞

ブエリング航空

5 エールフランス 32,597

6 ブリティッシュ エアウェイズ 29,307

7 エアベルリン 25,825

8 KLMオランダ航空 25,066

ヴァージン・オーストラリア
＜ヴァージンアトランティック航空＞

ジェットスター航空
タ 航空

スピリット航空

ＧＯＬ航空

ウィズエアー
＜シンガポール航空＞

ジェットスター・アジア航空
＜カンタス航空＞

独立系ＬＣＣ

大手航空会社系ＬＣＣ

（凡例）

32%
30%

中南米

北米

2001

航空会社 旅客数

1 サウスウエスト航空

出典：各社ホームページト等より航空局作成

＜カンタス航空＞
ライオン・エア

大手航空会社系ＬＣＣ

110,587

国内線

地域別のＬＣＣシェア（国内・国際合計）

3% （※２ ３）

10%（※１）

12%
13%

12%
39%

日本

北東アジア

アフリカ

中東

東欧

西欧
2001
2012

2 デルタ航空 92,023

3 中国南方航空 74,648

4 アメリカン航空 65,303

5 USエアウェイズ 46,619

52%
3% （※２、３）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50% 55%

東南アジア

日本 6 中国東方航空 45,595

7 中国国際航空 42,072

8 ユナイテッド航空 40,524

出典： IATA(国際航空運送協会)
World  Air Transport  Statistics 56th edition

・出典：CAPA Centre for Aviation HP、国土交通省航空局作成※１ 北東アジア：日本、韓国、中国、台湾、モンゴル
※２ 地域別のシェアは座キロベース。日本のシェアは旅客数ベースの値。
※３ 日本の国内線におけるLCCシェアは約７％（2013年８月時点）。
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３ ．国際航空を巡る環境の変化⑤：近隣アジア諸国とのハブ空港競争の激化①

○ アジアの主要空港（アジアの国際線旅客数TOP5の空港）との激しい競争の中、首都圏空港は国際線旅客○ アジアの主要空港（アジアの国際線旅客数TOP5の空港）との激しい競争の中、首都圏空港は国際線旅客

数において、２０１１年（東日本大震災発災年）に仁川及びバンコクに逆転され、アジアの主要空港の中で最下
位に転落。

○ アジアの主要空港が過去５年間で年平均４～７％の増加率で旅客数が増加する中、首都圏空港の増加率
は１％弱にとどまっている。は１％弱にとどまっている。

5,275万人 5,566万人

6,000万人
香港空港

3.7%

2007年～2012年
の平均増加率＜国際線旅客数＞

4,631万人 4,714万人
4,498万人

4,985万人

4,092万人

4,543万人
4,991万人

3 936万人

5,000万人

バンコク空港

チャンギ空港
7.2%

4.5%

3,607万人

3,467万人 3,348万人

3,604万人

3,335万人

3,754万人

3 075万人

3,295万人
3,454万人

3,835万人

3,522万人

3,629万人 3,609万人

3,163万人 3,010万人 2,883万人
3,142万人

3,501万人

3,936万人

3,000万人

4,000万人 仁川空港

成田＋羽田
空港

4.5%

0.8%

3,075万人
2,956万人 2,808万人

2,000万人

関西空港

1,105万人 1,045万人 936万人
1,049万人 991万人

1,125万人

558万人 520万人 432万人 455万人 433万人

454万人

1,000万人

関西空港

中部空港

0.4%

-4.0%558万人 520万人 432万人 455万人 433万人
0万人

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

※：ACI Worldwide Traffic Reportを基に作成。
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３ ．国際航空を巡る環境の変化⑤：近隣アジア諸国とのハブ空港競争の激化②

○ 成田空港は 仁川空港と地理的に近く また ネットワ クの特徴等の点で性格が近い○ 成田空港は、仁川空港と地理的に近く、また、ネットワークの特徴等の点で性格が近い。

香港 シンガポール タイ 韓国 日本
国

（※各空港のネットワークの特徴について参考資料P１６に記載）

香港 シンガポ ル タイ 韓国 日本

（香港） （チャンギ） （スワンナブーム） （仁川） （成田）

国際線旅客数（万人） 5,566 4,991 3,936 3,835 2,963

国
（空港）

数 , , , , ,

各国人口（万人） 700 500 6,700 5,000 12,800

国際線比率（便数ベース） 100% 100% 83% 99% 78%

同一都市における他空港の有無 無 無
有

（ドンムアン）
有

（金浦）
有

（羽田）

ネットワ クの特徴 アジア域内の拠点 アジア域内の拠点
アジア、世界各国
（欧州 中東等）との

アジア、世界各国
（北米 欧州等）との

アジア、世界各国
（北米 欧州等）とのネットワークの特徴 アジア域内の拠点 アジア域内の拠点 （欧州・中東等）との

拠点
（北米・欧州等）との

拠点
（北米・欧州等）との

拠点

日本との距離（ｋｍ） 2,964 5,350 4,650 1,260 －

17出典：国際線旅客数：ACI  Worldwide Traffic Report（2012年）
人口 ：世界銀行（2012年）
国際線比率 ：Flightglobal Proのスケジュールデータ（2013年8月14日～20日）に基づき算出
距離 ：Great Circle Mapper



３ ．国際航空を巡る環境の変化⑤：近隣アジア諸国とのハブ空港競争の激化③

○ 過去１０年間で 仁川空港の総旅客数は約２倍 乗り継ぎ旅客数は約３倍に増加○ 過去１０年間で、仁川空港の総旅客数は約２倍、乗り継ぎ旅客数は約３倍に増加。
○ 一方、成田空港の総旅客数、乗り継ぎ旅客数は減少傾向。いずれも仁川に抜かれている。

（千人）
45 000

33,404 33,709 33,947 34,315

32 388 32,949
34,537

38,350

35 000

40,000

45,000

31,182

28,673

32,388
30,967

32,216

29,557

27,661

30,753
29,563

28,080

,

25 000

30,000

35,000

26,343

20,552
19,387

23,621
25,590

27,661

15,000

20,000

25,000
成田

仁川

成田（乗継）

仁川（乗継）

（総旅客数）

（総旅客数）

仁川（乗継旅客数）

成田（乗継旅客数）

6,201 6,047 6,644 6,559 6,385 6,189 5,997 6,443 6,026 5,533 6,274

5,000

10,000

15,000

2008.08
リーマンショック

2010.10
羽田再国際化

2011.03
東日本大震災

出典 成田空港ＨＰ 仁川空港ＨＰ

18

5,271 5,705

2,343 2,284 2,764 2,882 3,190 3,599 4,228
5,072 5,066

0

,

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 （年）

18

出典：成田空港ＨＰ、仁川空港ＨＰ

※総旅客数：国際線のみ 乗継旅客数：国際・国際乗り継ぎのみ



３ ．国際航空を巡る環境の変化⑤：近隣アジア諸国とのハブ空港競争の激化④

○ 仁川空港では、成田空港と比較して、特に中国や日本をはじめアジアへの就航都市数や提供座席数が多く、
総旅客数、乗り継ぎ旅客数も多い。成田空港を活用してアジアの成長を取り込むためには、北米路線における
優位性を維持しつつ、仁川空港と比べて弱いアジア路線をさらに拡充することが課題。

○ 国際・国際乗り継ぎの旅客に関しては、北米・アジアを除き、アジア域内、アジア・欧州、オセアニア・欧州等、
成田経由よりも仁川経由が上回っている。韓国は、更なる乗り継ぎ旅客取り込みのため、本年5月から72時間
以内の乗り継ぎに係る「ノービザ制度」を開始。

○ 日本発着の国際需要に関しては、成田・羽田乗り継ぎが仁川乗り継ぎを大きく上回っているものの、首都圏発
着では60万人の旅客が仁川乗り継ぎを選択している。
（※仁川と成田の比較分析の詳細について参考資料P１７～２３に記載）

84
102

133

100
120
140

（１） 国際線の就航都市数
（万人）

（２） 国際・国際乗り継ぎの旅客数の比較（都市）

日本 22都市
中国 34都市

506 559
721800

1,000
成田・羽田経由
仁川経由

27
14

40
20 21 15 14

0
20
40
60
80

成田発 仁川発 成田発 仁川発 成田発 仁川発 成田発 仁川発 成田発 仁川発

506

16 10 9 19

559
387

153 88 27 65
0

200
400
600

北米方面 ｱｼﾞｱ方面 欧州方面 その他 計

（４） 首都圏空港から仁川乗り継ぎを行う旅客（３） 日本発着の国際需要

※2012年
※2013年7月現在

398（万人）
（万人）

2 43.0 
※全 成 発着

出典：成田空港株式会社、Flightglobal

180
118

7240
110

206

100

200

300

400
国内空港（成田除く）発着で成田・羽田経由

国内空港（成田除く）発着で仁川経由

国内空港発着で成田・羽田経由

国内空港発着で仁川経由 ※（）は成田・羽田発着 （内数）

2.4 
2.0 2.0 1.9 1.9 1.8 1.6 1.5 1.4 1.4 

1.0 

2.0 
※全て成田発着

19※2012年

2740 40 22
0

100

(9) (36) (9) (7) (59)

出典：Sabre ADI の入国（出国）ベースの値を２倍にして出入国ベースに換算して作成

0.0 

※2012年



３．航空需要予測①

【概要】【概要】
○ 航空局において、５年毎の将来航空需要予測を実施。

（２０１７年度、２０２２年度、２０２７年度（参考）、２０３２年度（参考）を予測。）
○ 過去の需要変動の実績から、人口変化や経済成長（GDP）等をもとに将来の航空需要を予測した。

予測手法は、交通需要予測で一般的に用いられる四段階推計法を使用している。（４つの段階（①発生・集中交通
量 ②分布交通量 ③交通機関分担交通量 ④航空経路別交通量）に分けて 順を追って将来交通量を予測 ）

《予測の前提》

量、②分布交通量、③交通機関分担交通量、④航空経路別交通量）に分けて、順を追って将来交通量を予測。）

予測にあたっては、交通機関の整備状況等を前提条件とし、人口変化、経済成長（ＧＤＰ）等の社会経済フレームを
説明変数としている。

とりわけ、我が国のＧＤＰが予測結果に与える影響が大きいことから、将来的な経済成長の幅を考慮し、複数のケー
スによる航空需要予測を行ったスによる航空需要予測を行った。

ケース
年平均実質GDP成長率

各ケースにおける我が国のGDPの設定

ケース
2010-17 17-22 22-27 27-32

上位ケース※1 2.2% 3.0% 3.0% 3.0%

中位ケース※2 1 7% 2 0% 2 0% 2 0%中位ケ ス※2 1.7% 2.0% 2.0% 2.0%

下位ケース※3 1.0% 0.7% 0.7% 0.7%

※1 上位ケース・・・中位ケースよりさらに高い経済成長率を想定したケース （中位ケース＋約１％）※ 位ケ ス 中位ケ スよりさらに高い経済成長率を想定したケ ス （中位ケ ス 約 ）
※2 中位ケース・・・日本再興戦略で目標に掲げる経済成長率に基づき設定したケース
※3 下位ケース・・・日本再興戦略以前の将来見通しによる経済成長率を設定したケース （中位ケース△約１％）
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３．航空需要予測②

【全国の航空需要予測（旅客）】

250航空旅客数 ２４５（参考）

【全国の航空需要予測（旅客）】
○ 全国の航空旅客需要全体（国内線＋国際線）は、２０２２年度には１．８億人～２．０億人と予測。
○ 国際線は大幅に増加。国内線はGDPの設定ケースによって傾向が異なる。

実績値 予測値

150

200

250航空旅客数
（国内＋国際）

（参考）

２２２（参考）

１９６（参考）

１９６

１８７

１７６
︵
百
万 実績

凡例

50

100

50

全国の需要は
引き続き増加傾向

万
⼈
／
年
︶

上位ケース

中位ケース

下位ケース

0
1990 2000 2010 2020 2030 2040

140 140
（国内）

（年度）

１３６（参考）

出典 ：「航空輸送統計年報」
（実績値） 「空港管理状況調書」他

（国際）
実績値 予測値 実績値 予測値

80

100

120

140

100

120

140

１１０（参考）

９８（参考）

８５（参考）

１００
９５

８９

︵
百
万

︵
百
万

１２４（参考）

１１１（参考）９５
９１

８７

40

60

80

40

60

80

○上位・中位ケース
増加傾向

○下位ケース
人口減少等の影響を

海外の高い経済成長を
受けて増加傾向

８５（参考）８９⼈
／
年
︶

万
⼈
／
年
︶

８７

0

20

1990 2000 2010 2020 2030 2040
0

20

1990 2000 2010 2020 2030 2040

人口減少等の影響を
受けて横ばい～微減

受けて増加傾向

（年度）（年度） 21



３．航空需要予測③

【首都圏空港の航空需要予測（旅客）】

180航空旅客数

【首都圏空港の航空需要予測（旅客）】
○ 首都圏空港の航空旅客需要全体は、２０２２年度には１．１億人～１．３億人と予測。

（国内線・国際線ともに、全国の６割程度。）

実績値 予測値

︵
百
万100

120
140
160
180航空旅客数

（国内＋国際） １６２（参考）

１４６（参考）

１２８（参考）
１２８

１２１

１１４
実績

凡例

万
⼈
／
年
︶

40
60
80

100

首都圏の需要は
引き続き増加傾向

１１４
上位ケース

中位ケース

下位ケース

9090

0
20

1990 2000 2010 2020 2030 2040

引き続き増加傾向

（国内） （国際） ９０（参考）

（年度）

出典 ：「航空輸送統計年報」
（実績値） 「空港管理状況調書」他

実績値 予測値

60

70

80

90
実績値 予測値

60

70

80

90

︵
百
万

︵
百
万

７２（参考）

６４（参考）

５５（参考）

６５

６２

（参考）

８２（参考）

７３（参考）
６３

６０

20

30

40

50

20

30

40

50
万
⼈
／
年
︶

万
⼈
／
年
︶

海外の高い経済成長を

５５（参考）
５７ ５６

○上位・中位ケース
増加傾向

○下位ケース

0

10

20

1990 2000 2010 2020 2030 2040
0

10

20

1990 2000 2010 2020 2030 2040

海外の高い経済成長を
受けて増加傾向人口減少等の影響を

受けて横ばい～微減

（年度）（年度）
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３．航空需要予測④

【首都圏空港の航空需要予測（発着回数）】【首都圏空港の航空需要予測（発着回数）】
○ 首都圏空港の発着回数（国内線＋国際線）は、上位・中位ケースでは２０２２年度、下位ケースでは２０２７年

度に発着枠を超過する見込み。
（２０３２年度には７８～９４万回と予測。→ 約７～２３万回の容量不足）

800
900

1,000
実績値 予測値 ９４１（参考）

８６５（参考）

発着回数（国内＋国際）
約７～２３万回の
容量不足

＊発着枠の設定について７６２
７２９ 凡例

︵ ７７５（参考）

300
400
500
600
700 ＊発着枠（設定）：71万回 計

⾸都圏空港 71万回
（⽻⽥空港） （44万回）
（成⽥空港） （27万回）

７２９

６９１ 実績

上位ケース

中位ケース

凡例
︵
千
回
／
年
︶

７７５（参考）

首都圏の需要は

0
100
200
300

1990 2000 2010 2020 2030 2040

（成⽥空港） （27万回）
いずれも2020年代に
発着枠を超過 （年度） 出典 ：「航空輸送統計年報」

（実績値） 「空港管理状況調書」他

下位ケース
⾸都圏空港の容量（約7５万回）から、成⽥・
⽻⽥の貨物便の枠（約４万回）を除き、残り
71万回を需要予測上の発着枠とした。

引き続き増加傾向

実績値 予測値

400

500
実績値 予測値

400

500

︵
千
回

︵
千
回

４５０（参考）

４１７（参考）

３７３（参考）

４２４

４０５

３８５

４９１（参考）

４４９（参考）

４０２（参考）
３３８

（国内） （国際）

200

300

200

300
回
／
年
︶

回
／
年
︶

海外の高い経済成長率を

３７３（参考）３８５ ３２４

３０６

○上位・中位ケース
増加傾向

○下位ケ ス

0

100

1990 2000 2010 2020 2030 2040
0

100

1990 2000 2010 2020 2030 2040

海外の高い経済成長率を
受けて増加傾向

○下位ケース
人口減少等の影響を
受けて横ばい～微減

（年度）（年度）
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３．航空需要予測⑤

ポ【需要予測結果のポイント】

○ 過去の実績値をベースに将来の航空需要予測をすると、今後とも、首都
圏空港の航空需要全体（国際・国内の合計）は増加傾向。

○ 特に、国際線需要は大幅に増加。
（２０１２～２０２２年度の１０年間で約６～８割増加する見込み）（２０１２～２０２２年度の１０年間で約６～８割増加する見込み）

○ 国内線需要は、我が国の経済成長率が低く推移すると仮定した場合
は、人口減少等の影響を受けて横ばいから微減となるが、日本再興戦略響

が目指す経済成長率を前提とした場合は増加傾向となる。
（ ２０１２～２０２２年度の１０年間で横ばいから約１割程度増加見込み）

○ 概ね２０２０年代前半には 首都圏空港の航空需要全体は 現在計画中○ 概ね２０２０年代前半には、首都圏空港の航空需要全体は、現在計画中
の空港容量（７４．７万回）の限界に達する見込み。

○ さらなるインバウンド政策の推進やLCCによる新規需要創出によって○ さらなるインバウンド政策の推進やLCCによる新規需要創出によって
は、今回の需要予測結果よりさらに需要が上向きになる可能性がある。

24



３．ピーク時間帯の需給逼迫①：成田空港の例（欧州便）

○ 国際線は、国内線と異なり、目的地までの所要時間や時差を考慮してダイヤが編成されるため、特定の時間帯に
出発・到着が集中する傾向にある。

○ 欧州便は、成田空港から午前中に出発便が、夕刻に到着便が集中している。

欧州便の例

付変更

日本

9時 12時 日付変更

出発

翌日のビジネスや観光に
余裕を持 備えられる

19時 22時

到着 出発

余裕を持って備えられる
夕刻到着が好まれる国内各地からの

乗り継ぎを含め
午前中の出発

が最適

欧州
18時14時

19時 22時

翌日のビジネスや観光に
余裕を持って備えられる

夕刻到着が好まれる

到着

注：2013年8月14日時点のスケジュールダイヤに基づくイメージ図

17時13時

日本
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３．ピーク時間帯の需給逼迫②：成田空港の例（北米便）

○ 北米便は、東海岸行きと西海岸行きで、成田空港を出発する時間帯は異なるものの、成田空港への到着便は

北米便の例

○ 北米便は、東海岸行きと西海岸行きで、成田空港を出発する時間帯は異なるものの、成田空港への到着便は
13時台から16時台に集中している。

○ アジア便との接続に留意したダイヤ設定が多い。

北米便の例

日本
9時 12時 17時 19時

日付変更

日本

出発 出発

アジアからの乗り
継ぎ客の取り込み

国内各地からの
乗 継ぎを含め

西海岸
12時 14時10時

到着 出発
翌日のビジネスや観
光に余裕を持って備
えられる夕刻到着が

継ぎ客の取り込み
乗り継ぎを含め
午前中の出発

が最適

東海岸

12時 14時10時

えられる夕刻到着が
好まれる
17時以降のアジア

便、国内線に乗り継
ぎ可能東海岸

到着

到着

出発

26

日本

注：2013年8月14日時点のスケジュールダイヤに基づくイメージ図

17時13時



３．ピーク時間帯の需給逼迫③：成田空港の例（アジア便）

○ アジア便は 9時台から11時台及び17時台から18時台に 成田空港から出発する便が集中

アジア便の例

○ アジア便は、9時台から11時台及び17時台から18時台に、成田空港から出発する便が集中。
○ 13時台から16時台には、午前中に東南アジアを出発した便や午前中、正午頃近距離アジアを出発した便が到着。

アジア便の例

日本
9時 12時 12時9時日付変更17時 19時

日本
出発 出発 出発北米便から

の乗り継ぎ

近距離
アジア

11時 14時

14時 19時 21時

到着 到着

（例：上海、北京、
ウ ）

11時 到着

東南
アジア

18時15時 24時21時

到着到着

ソウル）

9時7時

アジア

到着

出発（例：シンガポール、
クアラルンプール）

到着到着

北米便への
乗り継ぎ可能

27注：2013年8月14日時点のスケジュールダイヤに基づくイメージ図

17時

日本

13時17時13時 9時7時日中の活動
時間の極大化



３．ピーク時間帯の需給逼迫④：成田空港におけるピーク時間帯の需給逼迫

○ 成田空港では、年間発着容量の拡大により、到着・出発の需要が集中する時間帯への就航について改善が
図られているが、需要が集中する時間帯においては、引き続き、航空会社からの就航需要に応え切れていな
い時間帯も発生。

１日の発着枠配分状況イメージ図（時間帯毎の発着回数と航空会社の需要）

年間発着容量２７万回化

2013夏ダイヤ
■ 出発便数
■ 到着便数

に伴う時間帯毎の発着回
数の増加

（当初配分）
（当初配分）

（
便
数
）

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

：各航空会社からの発着枠の要望数
：発着容量27万回化後の時間帯毎の発着回数の上限
：発着容量25万回時の時間帯毎の発着回数の上限

※ 上記は、2013年夏ダイヤ設定時における、各航空会社からの発着枠の要望とそれに対する発着枠の当初配分を図表化したものであり、実際の
認可ダイヤの内容とは異なる。また、定期便の数のみであり、チャーター便等の数は含まれない。

※ 発着回数の上限は最大値として示したものであり、実際の運用においては、当該時間帯の到着と出発の組み合わせに応じ変動するため、図表
上では上限に達していないが、これ以上配分出来ない時間帯もある。（15時台など） また、これとは別に、夜間時間帯における発着回数の抑制
や、航空機の遅延による混雑を吸収するために、発着回数を抑制する時間などが設けられている。 28



３．ピーク時間帯の需給逼迫⑤：成田空港における現在の混雑状況（イメージ）

○ 国際空港では、各航空会社が目的地までの所要時間や時差を考慮してダイヤを編成する結果、特定の時間
帯に出発・到着が集中する傾向。

○ 航空会社が希望した時間帯に就航できない場合に、隣接する時間帯でも需要を吸収しきれず、結果的に、
就航できないケースも発生。

○ 一方、オフピーク時間帯は人気時間帯から離れているため、人気時間帯に就航できなかった航空会社の受
け皿になりにくい。

他の時間帯にも
就航せず

人気時間帯の
潜在需

年間約１万回が希望どおりの
時間帯に就航できていないと

他の時間帯に就航
約15回

就航せず
約15回

27万回時

潜在需要
（2013年
夏ダイヤ実績）

時間帯に就航できていないと
推計される

うち、約半数が他の時間帯に
も就航せず、需要の取りこぼ
しが発生

使用されない
発着枠

１時間当たりの
就航可能回数人気時間帯就航希望便の

吸収 約5回

約15回

他時間既存便のダイヤ改善

25万回時

27万回時
（60回）

しが発生

既存の就航便

発着枠

人気時間帯就航希望
便の吸収 約10回

25万回時
（53回）

既存の就航便

既存の就航便
既存の就航便

オフピーク時間帯
人気時間帯
（17時台）

人気時間帯に隣接する
時間帯
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３．ピーク時間帯の需給逼迫⑥：羽田空港の状況

○ 羽田空港の昼間時間帯（6:00～22:55）においては、国内線の便数が多く、概ね出発/到着それぞれ発着枠
の限度までダイヤが設定されている。

○ 航空会社からは更なる就航需要もあることから、引き続き、年間発着容量の拡大への取り組みが必要。

＜昼間時間帯における発着便数（2013夏ダイヤ設定時イメージ）＞

80

60

70

80

便

40

50

10

20

30

出発

到着

時

0

10

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

発着枠

※ 上記は、2013年夏ダイヤ設定時における、出発/到着便数と発着枠の当初配分を図表化したものであり、チャーター便等の数は含まれない。
※ 出発/到着便数には、公用機等枠や航空機の遅延による混雑を吸収するための枠などを含む。
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４ 今後の首都圏空港のあり方４．今後の首都圏空港のあり方
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４．首都圏空港の機能強化・国際競争力強化の必要性

本経済 性化 寄与 航空 策 応≪日本経済活性化への寄与≫

● アジアでの高い需要の伸び、
日本直行需要に加え 乗り継ぎ需要の取り込み

≪航空政策上の課題への対応≫

○ 産業・都市の国際競争力強化、
日本への投資を呼び込む環境作り、
人や 交流 更なる拡大 日本直行需要に加え、乗り継ぎ需要の取り込み

● アジア域内でのハブ空港間競争の激化
● 需要予測（国際線を中心とした総需要の伸び

等）、ピーク時間帯の需給の逼迫状況の発生

人やモノの交流の更なる拡大
○ 訪日外国人旅行者の更なる増加、

旅行消費額の拡大
○ 拡大した経済効果の全国への波及、

本全国 地域活性化

首都圏空港の更なる機能強化・国際競争力強化を図るべき

日本全国の地域活性化

① 供給能力の拡大

需要予測等を踏まえ、75万回化以降の容量拡大策について道筋をつけるべき
アジアでのハブ空港間競争も意識しつつ、ピーク時間帯の増便余地を高めることに留意が必要

② 多様な需要の積極的な取り込み

機能の多様化（多面的な需要への対応）
⇒フルサービス定期便のほかにも、成長が見込まれるLCC、経済活性化に貢献度が高いビジネス

ジェット、貨物便等の積極的な取り込みも併せて検討すべき

③その他利用者ニーズへの対応

以下の視点での検討も併せて行うべき。

（※ビジネスジェットについて参考資料P２４～２７、航空物流について参考資料P２８に記載）
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オフピーク時間帯のフル活用（羽田の深夜早朝時間帯増量割引、成田のLCCの就航促進等）
乗り継ぎ利便性、アクセス利便性の向上、その他航空利用者や航空会社の視点で必要な対策の推進
2020年東京オリンピックもにらんだ訪日外国人旅行者の利便性向上等

（※空港アクセスについて参考資料P２９～３４、旅客ターミナルの快適性について参考資料P３５に記載）



４．首都圏空港が目指す方向性（容量面）

≪目指すべき方向性≫

今後の国内線への適確な対応

需要予測上は、横ばい又は微増
機材の小型化に伴う多頻度化、ＬＣＣによる需要誘発効果等
による発着回数増加の可能性
世界の成長力を取り込み、全国に波及させるとの視点

今後の国際線への適確な対応
需要予測上は、増加。特に、アジア発着需要の取り込み
利用者ニーズに合ったダイヤが設定できるよう、ピーク時間帯
の容量増加に留意
直行需要だけではなく乗り継ぎ需要も取り込んだネットワーク充実

競争促進を
図るための基盤

成長性

び 図るための基盤（需要の伸びが予想される国際線について、
ネットワークの充実が図れるような環境整備）

着実性 柔軟性
需要への

適確な対応 小型化・多頻度化等
（国内のビジネス・観光等の活性化に

着実に対応できる国内旅客輸送への対応）
（貨物輸送、ビジネスジェット等、
多面的な需要への柔軟な対応）

適確な対応 小型化・多頻度化等
による新しいサービ

ス提供の基盤

世界有数のハブ空港化 利用者利便の一層の向上、日本経済の活性化

≪実現に向けて≫
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今後速やかに容量拡大につながる具体的な方策を整理するべき
これらは、短期的な実現を目指すもの、中長期的な実現を目指すものに分類し、内外の需要動向を踏まえつ
つ、需要が供給を上回らないよう適切なタイミングでの実現を図るべき



４．羽田空港と成田空港の役割分担①

○ 平成１３年以降の羽田空港における段階的な国際線の乗り入れにより、昭和53年の成田空港開港以来の

羽田空港 成田空港
H13.2 深夜早朝の国際旅客チャーター便運航開始

H16.11 昼間時間帯羽田－金浦間国際旅客チャーター便の運航

H14.4 暫定平行滑走路（2,180m）供用

羽田＝国内線、成田＝国際線という伝統的な構図に変化。

昼間時間帯羽田 金浦間国際旅客チャ タ 便の運航

●D滑走路供用開始時に国際旅客定期便３万回就航
●深夜・早朝についても国際定期便の就航を推進

●成田空港の国際拠点空港としての機能向上
・国際線基幹の成田空港の滑走路延長と羽田空港とのアクセス改善

H19.5 アジア・ゲートウェイ構想

以下の方針が決定 以下の方針が決定

●深夜 早朝に いても国際定期便の就航を推進 国際線基幹の成田空港の滑走路延長と羽田空港とのアク 改善

・都心から成田空港へのアクセス時間を国際的に遜色のない水準まで大
幅に短縮する新しいアクセス鉄道を整備

H20.6 骨太の方針２００８（閣議決定）

以下の方針が決定 以下の方針が決定

●2010年のＤ滑走路の供用開始時に、昼間約３万回、深夜早朝約３万
回（合計約６万回）国際定期便を実現

●これにより、首都圏全体の国際航空機能の24時間化を実現

●2010年の羽田Ｄ滑走路の供用開始時に、約２万回増枠（22万回化）

以下の方針が決定 以下の方針が決定

H21.10 2,500m平行滑走路供用

●最短で平成25年度中に昼夜合計44.7万回まで着実に容量拡大を進
める

●44.7万回が達成される時点で、３万回の発着枠を更に国際線に
●最短で平成26年度中に30万回まで容量を拡大
●アジア有数のハブ空港としての地位を確立

H22.5 国土交通省成長戦略
以下の方針が決定

以下の方針が決定

, 滑走路供

配分することを基本とする
●これにより、国際線は合計９万回（昼間６万回＋深夜早朝３万回）に。
●昼間時間帯には欧米・中距離アジアを含む高需要・ビジネス路線の

就航を目指す

H22.10 Ｄ滑走路の供用

●アジア有数のハブ空港としての地位を確立
●平成22年7月に成田高速鉄道の整備により、都心と成田空港間の鉄

道アクセス時間の短縮を図る

H22.7 成田スカイアクセス開業H22.10 Ｄ滑走路の供用
６万回の国際定期便（昼間３万回+深夜早朝３万回）就航

H25.3 年間発着枠41万回化（国内線２万回増枠）

H26.3 年間発着枠44.7万回化（国際線昼間３万回増枠）（予定）

H23.10 同時平行離着陸方式の導入（23.5万回化）

H24.3 年間発着枠25万回化

H25.3 年間発着枠27万回化／カーフューの弾力運用開始／
オープンスカイ化の実現

H26年度中 年間発着枠30万回化（予定）

H22.7 成田スカイアクセス開業

34



４．羽田空港と成田空港の役割分担②

○ 現在は 主に羽田空港と成田空港で 以下のような役割分担の下 首都圏の航空需要に対応○ 現在は、主に羽田空港と成田空港で、以下のような役割分担の下、首都圏の航空需要に対応。

【羽田空港】 【成田空港】【羽田空港】 【成田空港】

国内線の基幹空港

23時

国内線

国際線

国内線の基幹空港

飛行禁止時間帯
（カーフュー）

24時間運用

国際線のメイン空港

アジア有数のハブ
空港を 指す

6時
24時間運用

高需要・ビジネス路線

（方面別制約なし） 空港を目指す（方面別制約なし）

ＬＣＣをはじめ、国内線、ビジネスジェット

○ 膨大な航空需要を一つの空港で捌くことは現実的ではない。

ＬＣＣをはじめ、国内線、ビジネスジェット
など多様なニーズに対応

○ 膨大な航空需要を の空港で捌く とは現実的ではない。
○ 今後検討を行う容量拡大方策の内容に応じ、首都圏空港としての航空機能を最大化するような

役割分担のあり方を考えるべきではないか。 35



４．羽田・成田の役割分担③：１都市に複数空港を持つ諸外国の事例

○ 諸外国においても、大都市における膨大な航空需要は複数空港で分担している。○ 諸外国においても、大都市における膨大な航空需要は複数空港で分担している。
○ 羽田・成田の役割分担と同様、国際線のメイン空港と国内線の基幹空港としての役割を分担している例

が多く見られる。（※各事例の詳細については参考資料P３６～４１に記載）

→ 膨大な航空需要を１つの空港で捌くことは現実的ではないのではないか。

ソウル・上海・台北 ニューヨーク

○ 中心部に近い国内線
中心（国際線の就航先

都市 空港 国際線比率(1) ○ ジョン・F・ケネディ、ラガーディア、ニューアークの３
空港による役割分担中心（国際線の就航先

は限定的）の空港と
国際線メインの空港
による役割分担

○ 各国・地域の政府が

ソウル 金浦
仁川

２０％
９９％

上海 虹橋
浦東

３％
３６％

空港による役割分担
○ ジョン・F・ケネディとニューアークは無制限で就航可

能

○ 一方、ニューヨーク＆ニュージャージー港湾局による
運航距離規制により ラガーディア空港は 土曜日を

パリ・ミラノ ロンドン

○ 各国 地域の政府が
役割分担のルールを
策定

台北 松山
桃園

４４％
１００％

運航距離規制により、ラガ ディア空港は、土曜日を
除き、1,500マイル以内の短距離線及び例外として認
められているデンバーに限定されている

パリ・ミラノ ロンドン

○ EU域内路線が中心となる空港とEU域内路線に加え
長距離国際線も就航する空港による役割分担

○ イタリア政府による機能分担ルールにより、ミラノに

○ 英国は、現在、旅客便については機能分担ルールを
撤廃し、空港利用をめぐるほぼ完全自由市場を選択

○ イタリア政府 よる機能分担ル ル より、 ラ
おいては、中心
部により近い
リナーテ空港は
ローマ線や高

都市 空港 国際線比率(1)

パリ オルリー
シャルル・ド・ゴール

５８％
９１％

○ ヒースロー、ガトウィック、スタンステッド、ルートン、シ
ティの５空港では、現状以下のような運用となっている
－ヒースローとガトウィックに欧州域外の国際線就航
－スタンステッドとルートンは専らLCCが利用

シ は小型機が中心

36
注
1. ACI Annual World Airport Traffic Report (Annual WATR ）2011に基づく旅客者数ベース

線や高
需要のEU域内
線に限定

ミラノ リナーテ
マルペンサ

３９％
８０％

－シティは小型機が中心

36



○ 処理容量（処理能力）とは、特定の滑走路、空港、空域において処理可能な航空機の最大数量であり、一定の条
件下における計算値（理論値）である ⇒ 処理容量は環境や条件の違いによ て変化する

４．空港処理容量の考え方について

件下における計算値（理論値）である。 ⇒ 処理容量は環境や条件の違いによって変化する

○ 滑走路処理容量は、滑走路毎に離着陸機の滑走路占有時間及び大型機の後方乱気流を考慮した安全間隔に
より算出する。

○ 空港処理容量は 滑走路処理容量を基に 滑走路配置 地上施設 空域構成 騒音対応等の制約要因により○ 空港処理容量は、滑走路処理容量を基に、滑走路配置、地上施設、空域構成、騒音対応等の制約要因により
減じられる。

滑走路処理容量（理論値）
＜空港処理能力イメージ＞

空域構成
滑走路 置

空港処理容量

空域構成
滑走路配置

地上施設 騒音 応

4本の滑走路の井桁配置（交差する航空機の安全確

現在の羽田空港における制約要因について
＜羽田空港における運用面でのハザード＞

地上施設 騒音対応

保のために間隔を空ける必要）

駐機場（到着混雑時に駐機場への待ちが発生）

誘導路（離陸滑走路に向かう誘導路が出発機で溢れ

ることにより、他の地上交通の進路を塞いでしまう）

北風運用

出発１２機／時

Ｃ滑走路
Ｂ滑走路

南風運用

Ｂ滑走路

到着２８機／時

Ｃ滑走路
複雑な空域構成や騒音影響への配慮のため、狭い

東京湾内に飛行経路を設定（出発経路と到着経路の

競合）

出発・到着経路下の自治体対応のための運航制限
出発２８機／時

Ｄ滑走路

Ａ滑走路

滑走路

到着１２機／時

経路が

Ａ滑走路

Ｃ滑走路

Ｄ滑走路

37

上記制約要因全体を踏まえ、シミュレーションを実施

し空港処理容量を算出する。 到着１２機／時 到着２８機／時

経路が
交錯、
競合

出発２８機／時

出発２２機／時 出発１８機／時

経路が
交錯



○ 首都圏空港周辺には、羽田空港及び成田空港の離着陸機を管制する空域のほか、横田空域（米軍）と百里

４．機能強化に伴い生ずる騒音等環境対策のあり方①

○ 首都圏空港周辺 、 空港及 成 空港 離着陸機を管制する空域 、横 空域（米軍） 百
空域（自衛隊）が存在する。

＜南風運用イメージ＞

空港 成 空港 離着陸機は 複雑な空域構成

首都圏空域平面図

百里空域

羽田空港・成田空港の離着陸機は、複雑な空域構成
の中で飛行している。

羽田出発機

羽田到着機

茨城空港（百里飛行場）

百里空域
横田空域

3,960ﾒｰﾄﾙ

羽田到着機

成田出発機

成田到着機

入間飛行場

横田飛行場

東京国際空港
厚木飛行場

成田国際空港

成田セクター

横田飛行場

7,000ﾒｰﾄﾙ

7,000ﾒｰﾄﾙ

茨城空港（百里飛行場）

横田空域

百里空域

羽田セクター

横田飛行場

5,500ﾒｰﾄﾙ

成田国際空港

東京国際空港

4,880ﾒｰﾄﾙ

4,270ﾒｰﾄﾙ

3,650ﾒｰﾄﾙ

2,450ﾒｰﾄﾙ 4,570ﾒｰﾄﾙ

4,570ﾒｰﾄﾙ

成田セクター

羽田セクター
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3,300ﾒｰﾄﾙ
首都圏空域立体図



４．機能強化に伴い生ずる騒音等環境対策のあり方②

○ 成田空港の飛行ル トについては 開港以来 成田空港の出到着機の飛行経路は九十九里から利根川まで○ 成田空港の飛行ルートについては、開港以来、成田空港の出到着機の飛行経路は九十九里から利根川まで
の間を直進上昇・直進降下とし、出到着機以外の千葉県上空通過の高度は6000ft以上とされている。

○ ２０１１年３月以降は、南風運用時において、成田空港出発機のうち6000ft以上の高度に達したものについて
は、直線上昇を免除することを地元で合意している。
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４．機能強化に伴い生ずる騒音等環境対策のあり方③

春 部市
川島町

伊奈町

蓮田市

宮代町
桶川市

東松山市 常総市

つくばみらい

阿見町

○ 現在の羽田空港の飛行経路では、東京湾を最大限に有効活用することにより、陸域での騒音総量が抑制され

【出発経路】 ふじみ野市

桜区狭山市

川越市

吉川市越谷市

松伏町

春日部市

岩槻区

緑区

見沼区

浦和区

中央区

西区 大宮区

北区

上尾市

川島町

鶴ヶ島市

坂戸市

野田市

流山市

柏市
我孫子市

神崎町

守谷市

つくばみらい
市

取手市

利根町

河内町

龍ヶ崎市

稲敷市

牛久市

埼玉県
茨城県

○ 現在の羽田空港の飛行経路では、東京湾を最大限に有効活用する とにより、陸域での騒音総量が抑制され
ているが、着陸については一部を除き、ほぼ千葉県上空を通過している。

6000ft未満

6000ft以上

印西市

武蔵村山市
東大和市

東村山市

清瀬市

東久留米市
練馬区

板橋区

北区

足立区

葛飾区

荒川区

三郷市

八潮市

草加市

川口市

鳩ヶ谷市

戸田市

蕨市

和光市新座市

朝霞市

所沢市

南区

志木市
三芳町

富士見市

桜区狭山市

入間市

柏市

松戸市

鎌ヶ谷市

白井市

栄町

成田市

八千代市6000ft以上

【到着経路】

6000ft未満

稲毛区

多摩区
多摩市

稲城市

日野市
府中市

国立市

昭島市 立川市
国分寺市

小金井市

小平市
西東京市

調布市

武蔵野市

三鷹市

狛江市

世田谷区

杉並区

中野区

品川区

目黒区

渋谷区

新宿区

港区

豊島区

江戸川区

江東区中央区

千代田区

文京区 墨田区台東区

荒川区

市川市

浦安市

船橋市

八千代市

習志野市

佐倉市

花見川区

美浜区

四街道市

八街市

山武市

芝山町富里市
酒々井町

東京都

千葉県

6000ft未満
（南風時）

緑区

港北区

都築区

青葉区

鶴見区

川崎区

幸区

中原区

高津区

宮前区

麻生区

町田市
大田区

品川区
若葉区

中央区

緑区

大網白里町

東金市

九十九里町

南風時到着経路

（北風時）

港南区 磯子区

中区神奈川区

戸塚区

寒川町

海老名市 綾瀬市

座間市
大和市

泉区

旭区

瀬谷
区 西区保土ヶ谷区

神奈川区

市原市

袖ヶ浦市

長南町

長柄町 茂原市

長生村

白子町

神奈川県
6000ft以上

横須賀市

葉山市

逗子市

金沢区

鎌倉市

栄区藤沢市

茅ヶ崎市

木更津市

君津市

大多喜町

いすみ市

睦沢町
一宮町

（南風時）

三浦市

横須賀市

富津市

大多喜町

勝浦市

御宿町

北風時到着経路

南風好天 南風悪天

北風好天
以外

北風好天

（北風時）
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４．機能強化に伴い生ずる騒音等環境対策のあり方④

○ 千葉上空の騒音については 環境基準には抵触しないものの 海上ルートの運用比率の向上や飛行高度○ 千葉上空の騒音については、環境基準には抵触しないものの、海上ル トの運用比率の向上や飛行高度
の引き上げ等、 騒音負担の軽減策に取り組んでいる。

→ 機能強化に伴い生じる騒音に対しては、騒音負担の地域的バランス等の観点も加味するべきか。

○ 当初、地上物標の視認のため、実施を日の出から日没に限定しており、また運用慣熟が進んでいないこともあり、実施機数
が少なかった。

○ H23 8に運用改善を行 て以降 日中の実施状況が改善され 10月から翌年3月末までの実施機数は前年同時期と比較

騒音軽減の取り組み事例 －富津沖海上ルートの運用比率の改善－

○ H23.8に運用改善を行って以降、日中の実施状況が改善され、10月から翌年3月末までの実施機数は前年同時期と比較
して約7倍に増加した。

○ H24.12に海ほたるに、日没後もパイロットが目視により確認できる灯火が整備され、昼間時間帯（06時～23時）全体での実施

環境が整った。

北風好天時以外
（目標年間運用比率：３５％）

北風好天時
（目標年間運用比率：２５％）

海ほたる

富津沖海上ルート
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（※成田空港周辺における取り組みについて参考資料P４２に記載）



４．その他の空港の活用等①：茨城空港、横田飛行場

○ 首都圏には 羽田・成田のほか 茨城空港や横田飛行場が存在する

東京駅か
らの距離 茨城空港

○ 首都圏には、羽田 成田のほか、茨城空港や横田飛行場が存在する。

25km

50km

75km

25km
15km

横田飛行場

成田空港

羽田空港

茨城空港（百里飛行場）
・設置管理者：防衛大臣(共用空港)(※民航ターミナル部分は国土交通省)
滑走路延長 2 00 本

横田飛行場
・設置管理者：米空軍、航空自衛隊
滑走路延長 3 3 0 ・滑走路延長：2,700m×２本

・運航会社：スカイマーク、春秋航空
・就航路線(日便数)：新千歳1便、神戸2便、那覇1便、上海1便
・利用状況(平成24年度) ：40.8万人(国内30.8万人、国際9.9万人)
・都心からの距離：約80km

・滑走路延長：3,350m
・都心からの距離：約40km
・東京駅からのアクセス：JR中央線で約1時間（拝島駅）

・東京駅からのアクセス：東京駅からバスで約1時間40分
：石岡駅(東京駅から60～80分)からバスで約35分

駐機場・管制塔
民航

ターミナル
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滑走路3,350m
滑走路2,700m

タ ミナル

滑走路2,700m



４．その他の空港の活用等②：首都圏第３空港

○ 首都圏第三空港検討会（平成１２年９月～平成１４年１月、座長：中村英夫教授）において、８つの第３空港
候補地を評価。
→ 首都圏の将来の航空需要に対する当面の解決策として、「羽田再拡張が、羽田の既存ストックを活用する

という意味でも、アクセス等の利用者利便、費用・工期等においても、最も優れている。」と結論づけられた。

１

２

３

８

４
５

①東京湾奥
②川崎沖
③木更津沖
④中ノ瀬

６

⑤富津北
⑥富津南
⑦金田湾
⑧九十九里沖
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５ 検討の進め方５．検討の進め方
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５．首都圏空港の機能強化に向けた検討の進め方

○ 今後、首都圏空港の機能強化に向けて、具体的な方策の検討に着手する。○ 今後、首都圏空港の機能強化に向けて、具体的な方策の検討に着手する。
○ 基本政策部会のもとに「首都圏空港機能強化技術検討小委員会」を設け、機能強化策にかかる技術的な

選択肢を洗い出すこととしてはいかがか。

今後の検討の進め方今後の検討の進め方

平成25年9月26日（本日） 交通政策審議会航空分科会基本政策部会

首都圏空港をめぐる航空政策上の課題の整理

今後の首都圏空港の需要予測、国際航空を巡る環境変化、
首都圏空港の国際競争力を高めるために必要な能力・機能 等

平成25年10月～平成26年3月末 首都圏空港機能強化技術検討小委員会

首都圏空港の機能強化策にかかる技術的な選択肢の洗い出し

平成26年度～ 地元自治体や航空会社等の利害関係者も含めた検討の場

具体的な選択肢の精査及び関係者との合意形成

合意形成後 国と地元自治体による協議の場

具体的方策の理解・協力に向けた協議
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具体的方策の理解 協力に向けた協議

財源確保のあり方、環境対策 等


